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寡 占市場における組合化の効果

産業別VS企 業別組合

石 黒 真 吾

豆 は じ め に

本 論 文 の 目的 は,労 働 組 合 の 組織 の され 方 が 製 品 市 場 に お け る企 業 行 動 お よ

び市 場 パ フ ォー マ ンス に どの よ うな 影響 を与 え るか を理 論 的 に分析 す る こ とで

あ る。

労 働 組 合 に 関す る経 済 学 的 分 析 は,こ れ ま で に も多 数 存 在 す る。 最 も古 典 的

な議 論 は,労 働 組 合 は一 種 の独 占 で あ り,そ の賃 金 決 定 は市 場 の 資 源 配分 を ゆ

が め る とい う もの で あ る。 しか しな が ら,近 年 で は,労 働 組 合 の 存在 が企 業経

営 に プ ラ ス の効 果 を持 ち う る と認識 さ れ るよ うに な り,単 な る独 占 と して弊 害

を もた らす 存 在 で あ る とい う認 識 は あ ま り.般 的で は な くな って い る(例 え ば,

八 一 シ ェマ ンの 「発 言 」 と 「退 出」 の議 論 な ど)。 こ う した 点 は,労 働 組 合 の

存 在 と企 業 の生 産 性 と の関 係 と して 実証 的 に分 析 され てい る。.一方,理 論 的 な

観 点 か ら は,従 来 は,も っぱ ら労働 組 合 と企 業 サ イ ドとの賃 金 ・雇 用 交 渉 につ

い て の 分 析 が 中 心 で あ っ た の に 対 し て(例 え ば,MacDonaldandSolow

(1981)),最 近 で は,労 働 組 合 の行 動 が 企 業 行 動 に どの よ う な 影響 を 与 え る の

か とい う問 題 が,労 働 組 合 間 な い しは企.業間 の戦 略 的 依 存 関係 を考 慮 して分 析

さ れ る よ うに な って きて い る。 さ らに,こ う した 分 析 枠 組 み は,国 際 市 場 に お

け る企 業 間競 争 の モ デ ル に まで 発 展 さ せ られ て い る(例 え ば,Branderand

Spencer(1988),MezzettiandDinopou且os(1991))。 実 際,労 働 組 合 の 行 動 を分

析 す る際,組 合 の行 動 をた ん に 単 一 の企 業 との一 対 一 のバ ー ゲ ニ ン グ と して そ
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の賃金 ・雇用決定を分析するだけでは不十分である。従来の多 くの賃金 ・雇用

交渉モデルでは,あ くまで当該企業 と当該労働組合 との二者間の関係だけを分

析の対象 としてお り,外 部の製品市場におけるライバル企業やその労働組合の

行動等は分析の射程の外におかれていた。 しか し,例 えば,労 働組合はその賃

金決定の際に賃金がたんに自分の企業の行動に与える効果のみではなく,そ れ

が当該企業の費用条件の変化を通 じてライバル企業の戦略的行動に与える効果

をも考慮するであろうと考えられる。なぜなら,も し,強 硬 に高い賃金を要求

するならば,そ れは自分の企業の費用条件の悪化を招 き,製 品市場における競

争優位の喪失につなが り,結 果的には雇用 の低下とい う形で損 をす ることに

なってしまうか らである。 こうした点を分析するためには,労 働組合 と企業と

の戦略的関係だけではな く労働組合間や企業問の戦略的関係 をも同時に含んだ

モデルを構築する必要がある。

そこで,本 論文では,寡 占的製品市場における企業間の戦略的関係を分析の

射程に入れつつ,労 働組.合の行動が寡占企業の行動また市場 のパフォーマンス

に与える効果を分析する。上述 したように,そ うした分析が これまでになかっ

たわけではない。 しか し,こ れまでの分析では,労 働組合の組織のされ方には

あまり注意が払われていなかったように思われる。ところが,日 本の組合は企

業別組合であ り欧米の組合は産業別 ・職種別組合であるとい う対比は,国 に

よって労働組合の組織のされ方には何 らかの違いが存在することを示唆してい

る。こうした労働組.合の組織編成の違いは企業行動や市場パ フォーマンスにも

異なる影響をもたらすであろう。そこで,本 論文では,こ うした労働組合の組

織のされ方も考慮 した分析を展開する。とりわけ,企 業別に組織された労働組

合と産業別に組織された労働組.合とでは,寡 占市場における企業行動や雇用や

経済厚生にどのような異なる影響をもたらすかを明らかにす る。

本論文を通じて得 られた結論は,次 のとお りである。労働組合の目的は組合

員の総賃金受取額であるものとし,製 品市場は同質財を供給する企業間でクー

ルノー数量競争がおこなわれているものと想定する。このとき,.労働組合が企
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業別に組織されている場合に決定される均衡賃金(均 衡雇雨量)は,労 働組合

が産業別に組織されている場合のそれよりも低 く(大 きく)な ることが示され

る。さらに,線 形の需要関数を想定 した場合,製 品市場における企業数の増加

は,前 者における均衡賃金をより低 くし,後 者の均衡賃金には影響を与えない

ということも明らかにされる。従 って,製 品市場における企業数の増加は,組

合が企業別に組織された場合の均衡賃金 〔均衡雇用量)と 産業別に組織された

場合 とのそれどの差をより大 きくするとい うことが示される。また,経 済厚生

に関するインプリケーションとして,企 業別組合の場合に成立する均衡は,産

業別組合に成立するそれよりも社会的厚生が大 きくなることも明らかにする。

本論文の構成は,次 のとおりである。第2節 で基本牽デルを説明 し,主 要な

結果を導出す る。第3節 は,結 語である。

11モ デ ル

本論文では,次 のような想定の下でモデル分析を行 う。まず,労 働組合の組

織のされ方には,企 業別組.合と産業別組.合の二 とお りがある。企業別組合とは,

各企業ごとに労働組合が組織され,そ れ ら労働組合が各々自分の企業の賃金を

決定するという組織形態をさす と想定する。また,産 業別組合とは,一 つの産

業に一つの労働組合が組織され,そ れが当該産業に属する企業すべてに共通な

賃金を決定するという組織形態をさすと想定する。勿論,こ うした定式化は簡

単化のためであ り,必 ず しも現実の労働組合の組織形態のすべての面を表 して

いるわけではない。また,労 働組合の]的 関数は,企 業別 ・産業別によらず,

組合員の総賃金受取額であるものとする。こうした形での労働組.合の目的関数

の設定は,古 くはDunlopな どによっても想定されていたものであり,分 析を

比較的容易にで きるというメリットがある。

次に,同 質財が供給される製品市場が存在しており,複 数の企業が労働組合

が設定 した賃金を所与 として,ク ールノー数量競争を行っていると想定する。

ここで,労 働組合の組織編成の違いによって企業の行動は次のように異なる。

.
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まず,企 業 別 組 合 の 場 合,各 企 業 は それ ぞ れ 各 々の 労働 組 合 が 設定 した賃 金 に

直 面 してい る。従 って,一 般 的 に は,個 々 の企 業 の 直 面 す る賃 金 は:異な っ てい

る と考 え られ る。 一 方,産 業 別 組 合 の場 合,当 該 産 業 に は単一.・の労 働 組 合 が 存

在 す る た め に,ま た,そ の 組 合 が賃 金 を決 定 す るた め に,産 業 内 の個 々 の企 業

は共 通 の賃 金 に直 面 す る こ とに な る。 この 違 い が もた らす 一つ の重 要 な帰 結 は,

企 業 別 組 合 の 場 合 には,単 に産 業 内 の企 業 間だ けで はな く労 働 組 合 間 に も戦 略

的依 存 関 係 が存 在 して い る とい うこ.とで あ る。 つ ま り,各 労 働 組 合 は,賃 金 を

設 定 す る と き,自 分 の企 業 の行 動 が そ の賃 金 の み で はな くラ イバ ル企 業 の労 働

組 合 の設 定 す る賃 金 に も依存 す る た め,ラ イバ ル企 業 の 労働 組 合 が 設 定 す る賃

金 を予 想 して戦 略 的 に行 動 す る とい う状 況 が 出 て くるの で あ る。

さ て,本 モ デ ル に お け るゲ ー ムの タイ ミ ング を説 明 しよ う。我 々 の モ デ ル は,

次 の よ うな2段 階 ゲ ー ム にな って い る。 まず,産 業 別 組 合 が 組 織 され て い る場

合,1段 階 目 に,産 業 を代 表 す る単 一 の労 働 組.合が 賃 金 を決 定 す る。 次 いで,

こ う して 決 定 さ れ た 賃 金 を 所 与 と して,産 業 内 の 企 業 が 同 時 に生 産 量(雇 用

量)を 決 定 す る。企 業 別 組.合が組 織 され て い る場 合,1段 階 目に,個 々 の企 業

の労 働 組 合 が 同 時 に 賃 金 を決 定 す る。.次い で,2段 階 目 に,個 々 の企 業 が これ

ら の賃 金 を所 与 と して生 産 量(雇 用 量 〉 を同 時 に決定 す る。

い ま,製 品市 場 に は,〃!(≧2)個 の企 業 が 存 在 し同 質 財 を供 給 して い る もの

と し,そ の 市 場 の 逆 需 要 曲線 をP(z)で 表 す 。 こ こ に,zは 市 場 全 体 の供 給

量 を表 し,P"<0,P"=0を 仮 定 す る。 個 々 の 企 業 の 生 産量 を 躍iゴ=1,2,,..

泌,と す れ ば,Z≡Ex;で あ る。 ま た,個 々 の企 業 の 生 産 は,労 働 を 唯 一 の 投

入要 素 と して行 われ,そ の技 術 は収 穫 一 定 で あ る もの と し,雇 用 量 は生 産 量 に

等 しい とす る。 一方,個 々 の 企 業 が 直 面 す る賃 金水 準 を 勘,ゴ=1,2,.,.初,と

表 す 。 産 業 別 組 合 が 組織 され てい る場 合 に は,産 業 内 に 同一 の賃 金 が 成 立 す る

の で,w;=wforalliと な る。 企 業 別 組.合の 場 合 に は,一 般 的 に は,幽 ≠〃タ,

岸 ブで あ る(も っ と も,以 下 で 示す よ うに,対 称 均 衡 で はす べ ての 労 働 組 合 の

設 定 す る賃 金 は等 し くな る)。 この と き,各 企 業 の利 潤 は次 の よ う にか け る。
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11ま(記,,置_」;ωr)=P(Z)z,一 翼P」ユァ,,`=1,2,...〃3.(1)

こ こで,躍_」3(躍1._エ ♂一L,∬粥....妬)で あ る。

労 働 組 合 の 目的 関 数 に関 して は,こ れ ま で の文 献 で は 多数 の異 な った 定 式 化

が 採 用 され て お り,一 般 的 に コ ンセ ンサ スの得 ら れ て い る もの は存 在 しない 。

しか し,本 論 文 で は,な るべ く分析 を 簡単 に す る た め に労 働 組 合 の 目的 関 数 は

組 合 員 の 総 賃 金 受 取 額 で あ る と想 定 す る。 これ は,1節 で も述 べ た よ うに,

Dunlop以 来古 くか ら採 用 さ れ て い る もので あ る。 つ ま り,産 業 別 組 合 の場 合,

産 業 を代 表 す る労 働 組 合 の 目的 関 数 は,U(w,Z)=1〃Zで あ る。 ま た,企 業 別

組 合 の場 合 に は,個 々 の企 業 の 労 働 組 合 の 目的 関数 は,ひ@`,島)=勘 銑,f=1,

2,...班 で あ る。

最 初 に,.産 業 別 組 合 の 場 合 を 分.析しよ う。

2.1産 業別組合のケ ース

こ こ.での グ ー ム は,後 方 か ら解 か れ て い くた め に,1段 階 〕の労 働 組 合の 決

定 した 賃 金 を所 与 と して2段 階 目の 企 業 間 の 生 産 量(雇 用 量)決 定 に関 す る

ゲ ー ム を分 析 す る こ と にす る。 そ ζで,産 業 別 組 合 が 存 在 して い る場 合 に は,

まず,1段 階 目に,産 業 を代 表 す る単 一 の労働 組 合 が賃 金 レベ ル を決 定 し,つ

い で,2段 階 目に,産 業 内 の個 々の 企 業 が 同 時 に 生 産量 を決 定 す る。 最 初 に,

1段 階 目で決 定 され る賃 金 レベ ル を所 与 と して,2段 階 目 にお け る企 業 間 の 生

産量 につ いて の ク ー ル ノー競 争 を分 析 しよ う。 個 々 の企 業 は,他 企 業 の 生 産量

を所 与 と して,自 己 の利 潤 を最大 にす る よ うに生 産 量 を決 定 す る。 この と き成

立 す る ク ー ル ノー均 衡 生 産量 の組(エ πL@),...躍 ㌔(切)は 次 式 を 満 たす 。

∂n;(∬"'(躍),エπ_`(躍);霊σ)/∂_,=0,・fori=1,2,...卿

(1)式 よ り,対 称 的 な均 衡 が 成 立 す る とす る と,上 式 は 次 の よ うに な る。

P"(鷹"㈲)が(〃)+P(駕 π("))一"=0(2)

ここで,♂(切 は対 称 的 な クー ル ノー均 衡 生 産 量 で あ る。

(2)式 を溜 につ い て集 計 す る と,産 業 全 体 で の均 衡 生産 量Z"(切=鷹 η@)は
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次 を満 た す よ うに な る 。

P'(Z"("))Z"(躍)十 餌P(Z"(w))一 蹴躍=0(3)

これ よ り,躍 と隅 につ い て次 の よ うな比 較 静 学 の結 果 を導 出で きる。

需 一π,葺 。、…(・)

霧 一論 雲一ざ瑠 ・・・ …

よ っ て,産 業 別 組 合 に よ って決 定 さ れ る賃 金 レベ ルが 上 昇す れ ば,産 業 の均 衡

生産 量 は減 少 し,ま た,産 業 内 の企 業数 が増 加 す れ ば,産 業 の均 衡生 産量 は増

加す る こ とが 確 か め られ るD

さ て,以 上 の こ とを踏 ま えて,1段 階 目で は,産 業 を代 表 す る単 一 の組 合が

産 業 レベ ル の賃 金 を決 定 す る。 形 式 的 に は,産 業 別組 合 は次 の よ う な賃 金 レベ

ル が を決 定 す る。

躍*=argmaxび 伽,Z擢@)=躍Z"(切)
り

この 問題 の一 階 条 件 は,(5)式 を考 慮 して次 の よ うに な る。

・"(・つ ・が ∂Z"(w*)7
w-7(解*)・ が(、+畿)声 ・(・)

ま た,.次 の よ う な比 較 静 学 の結 果 を導 出で きる。

篶 一驚 辮}錦 繍(・ ・
こ こで,分 母 は正 で あ るが 分子 の符 合 は 一般 的 に は確 定 しない。 しか しなが ら,

我 々 は線 形 の 需 要 関 数 を仮 定 して い るの で,例 えばP=a-bZ,a>0ゆ>0,と

お け ば,分 子 は4一 訪 吻+1)ゴ=2即*一 σ=0と 計 算 で き る。 よ って,次 の命

題 を得 る。

命題1;産 業別 組 合 の ケ ー ス で は,産 業 内 の 企 業 数 は均 衡 賃 金 に影 響 を与 えな

い。

さ て,次 に企 業 別 組 合 の存 在 す る ケ ー ス を分 析 す る こ と に し よ う。
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2.2企 業別組合のケ ース

企 業 別組 合 の 存 在 す る ケー スで は,各 企 業 ご とで 賃 金 決 定 が な さ れ る と想 定

す る。 もち ろん,こ れ は 必ず し も現 実 を 正確 に描 写 して い る とは 限 らな い のだ

けれ ど も,こ こで は,な るべ く産 業 別 と企 業 別 の組織 形態 の違 い を 明確 にす る

た め に,こ の よ うな 想 定 を お くこ と に す る。 さ て,そ の と き,産 業 別 組 合 の

ケ ー ス と決定 的 に異 な る点 は,企 業 別組 合 は各 企 業 ご とに組 織 され て い るの で,

各 企 業 別組 合 間 に お いて も戦 略 的 な依 存 関係 が 存 在 す る とい う こ とで あ る。

最 初 に,1段 階 目 に,各 企 業 別組 合 が 同時 に 自企 業 の賃 金 水 準 を 決 定 す る 。

つ い で,2段 階 目に,こ れ らの 賃金 水 準 を所 与 と して,各 企 業 が 同 時 に 生 産 量

(雇用 量)を 決 定 す る。 そ こで,ま ず,1段 階 目 に決 定 さ れ た 賃 金.水準 を所 与

と して,2段 階 目の ゲ ー ム を分 析 す る こ とに しよ う。

各企 業 は,賃 金 水 準 と他 企 業 の 生 産量 水 準 を所 与 と して,自 己 の 利 潤 を 最 大

に す る よ う に生 産 量 を 決 定 す る。 各 企 業 の クー ル ノ ー均 衡 生 産量 を,娯@)

とす る。 こ こで,"=(勘,...砺)で あ る。 そ の と き,こ れ らは ,次 式 を満 た

す 。

P'(Z"(甜))27躍 」(躍)十P(Z"("))一w;=0,∫;1,2,,..2η(8)

これ よ り,次 の補 題 を得 る。

補題1∂Z"!-ow;=1/(1十 解)P'〈0,∂'z",/∂w;=〃(1十 加)P'〈0 ,

∂'a",/8w,=一1/(1十 翅)P">0,for{≠ メ

証 明)(8)式 を,解 につ い て集 計 して,勘 につ い て微 分 す れ ば次 式 を得 る、

P'{∂Z"/∂ 勧}+翅P'{∂Z甥 ノ∂"i}一1=0(9)

よ っ て,こ れ よ り,補 題 の最 初 の部 分 が 従 う。 つ い で,(8)式 を 砺 に つ い て

微 分 す れ ば,次 を 得 る。

鵠 』 ∂響 ㍗}一1一(1+畿)F・ ・(1・)

こ こ で,(9)式 を 利 用 し た 。 最 後 に,(8)よ り,戸(∂ ∬〃〆∂妙 十P"(∂Z"/.∂ 躍1)

=0を え る の で
,(9)と 合 わ せ て ∂エ"〆伽,=一1/(1+解)P'>0を 得 る 。(了)

ー
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この補 題 よ り,各 企 業 の賃 金 レベ ル の上 昇 は,自 企 業 の 生 産量 の減 少 と他 企

業 の生 産 量 の増 加 を招 き,ま た,産 業 全 体 の生 産 量 の 減 少 を招 く こ とが分 か る。

そ こで,各 企 業 の労 働 組 合 は,こ の こ とを考 慮 しな が ら,ま た ,他 企 業 の組 合

が 決 定 す る賃 金 レベ ル を所 与 と した うえで,賃 金 レベ ル を 決 定す る。 そ の 問題

は,次 の よ うに定 式 化 され る。

MaxU@`,ゴ 虹(切)=勧 ∬"」@)givenw一,
リ ロ

す べ て の労 働 組 合 はそ の 選 好 に お い て 同 質 的 な ので,対 称 均 衡 が 成 立 す る もの

と して,そ れ を が と表 す 。 そ れ は,次 式 を満 た す 。

x"(皿 つ十 ガ{∂躍"歪(げン∂躍,}=0 ,f=1,2,...吻(11)

こ こ で,ガ=@",_"")で あ る。 ま た ,対 称 均 衡 の 下 で は,鴻(ガ)=

躍"⑳")f。ral巨 が 成 立 す る と考 え る。 さ らに,(11)式 よ り,次 の 結 果 を導II【}

で きる。

伽" _一(∂ ♂/㊨吻 一ガ{1/P(1十 餌)2}
∂解.2(∂ ゴ 〆∂勘)+(魏 一1)(∂・・〆∂ω

㏄(∂♂/伽)+""(1/P"(1+m)2)〈0(12)

こ こで,対 称均 衡 の 下 で(勧"/伽)=一 ♂/(1+鱒 く0で あ る こ とを用 いた 。

よ って,企 業別 組合 の ケ ー スで は,産 業 別 組 合 の ケ ー ス とは異 な り,産 業 内 の

企 業 数 の増 加 は,均 衡賃 金 レベ ルの 減 少 を招 くので あ る。 そ の理 由は ,企 業 数

の増 加 は,個 別 企 業 の生 産 量 を減 少 さ せ る ので,そ れ が ,個 々の労 働 組 合 の 目

的 関数 に お け る賃 金 と生 産量(雇 用 量)と の補 完 的 関 係 を通 じて,均 衡.賃金 を

低 下 させ るか らで あ る と考 え られ る。 ここで,補 完 的 な関係 とは,数 学 的 に は,

∂2酬伽 砒>0を 意 味 す る。

命題2:企 業 別組 合が 組織 さ れ た 産 業 に お い て は,企 業 数 の 増 加 は 均 衡 賃 金 の

低 下 を招 く。

さて,こ れ らの結 果 を踏 ま え て,産 業 別 組 合 と企業 別組 合 が それ ぞ れ 組 織 さ

れ た 産 業 にお い て,ど の よ うな異 な る経 済厚 生上 の結 果 が 生 じるか を分 析 しよ

う。
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2、3厚 生分析=産 業別VS企 業別組合

最 初 に,産 業 別 組 合 が組 織 さ れ た場 合 に成 立 す る均 衡賃 金 の レベ ル と企業 別

組 合 が 各 企 業 ご とに 組織 さ れ た場 合 に成 立 す る均 衡 賃 金 レベ ル との大 小 を比 較

す る こ とか ら始 め よ う。す なわ ち,が と が と の比 較 で あ る。

まず,次 の 関 数 を定 義 す る。

F(w)≡Z"(ω)十mw(a鵡@)/∂w;)

こ こで,[ρ=@,..,ゆ で あ る。 これ よ り,F(w")=0を 得 る。 そ こで,こ の

F(」 につ い て の性 質 を調 べ れ ば,次 の こ と.が分 か る。

. F'@)=魏(∂ ゴ1/∂w;)+卿(翅 一1)(∂ゴ 〆∂ωノ)+畷 ∂ジiノ∂勧)

=2m/(1十 ηのP'〈0(13)

F(0>三Z胃(0)>0,F(oo)=一DO〈0(14)

よ って,F(切 ば単 調 減 少 関数 で あ り,F@)=0と な る ω は か の み で あ る。

これ よ り,次 の 命 題 を 得 る 。

命題3:企 業 別 組 合 が 組 織 さ れ た産 業 に お け る均 衡 賃 金 は,産 業 別 組 合 が 組 織

され た産 業 に お け る均 衡 賃 金 よ りも低 い 。 また,企 業 数 の 増 加 は,こ れ

らの.賃金 格 差 を よ り大 き くす る。

証 明)F(w)の 定 義 よ り,

F(躍*)=Z"(皿*)十mw*(∂ プ 」@*)/∂w;)

=一 が(∂Z"(w*)刀 ω)十 が 獅(∂げr(が)ノ ∂躍,)

r泌{(m'/P'(1十 切)一 価!,P,(1+切)}

=が 擢伽一1)/P"(1十 粥)〈0 .

こ こで,砂*=(が,_躍*)で あ り,ま た,(6>式 を用 い た。

よ っ て,F(w)の 性 質 よ り,躍*〉 ガ で あ る。

さ らに,産 業 別 組 合 の 均 衡賃 金 は,企 業 数 の変 化 か ら は独 立 で あ り,企 業別

組 合 の均 衡 賃 金 は企 業 数 の減 少 関 数 な ので,産 業 内 の 企 業 数 の増 加 は,よ り

い っそ う産業 別 組 合 と企 業 別 組 合 の均 衡 賃 金 の格 差 を拡 大 して い く こ とに な る。

(了)
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この 命題 の成 立す る理 由 は次 の よ うに考 え る こ とが で きる。 今,企 業 別 組 合

が 組 織 され た産 業 に お い て,が の 賃 金 が ど の企 業 に お い て も成 立 して い る も

の と しよ う。 こ の と き,F(w)の 性 質 よ り,簡 単 に ∂U;(が ン∂砺 〈Oが 成 立 す

る こ とが 示 され る。 す な わ ち,他 企 業 の労 働 組 合 が が に従 って 賃 金 を決 定 し

て い る と き,あ る企 業 の労 働 組 合 はそ こか ら逸 脱 して賃 金 レベ ル を引 き下 げ よ

う とす る イ ンセ ンテ ィブ を持 つ ので あ る。 そ の理 由 は,賃 金 の 引 き下 げ に よ っ

て,単 に 自企 業 の 雇用 量 を 引 き上 げ る こ とが で きるだ けで は な く,そ れ が,ラ

イ バ ル企.業の雇 用 量 の 減 少 を通 じて(企 業 間 に は戦 略 的 代 替 関 係 が 成 立 して い

る こ と に注 意 〉,さ らに 自企 業 の雇 用 量 を よ り増 加 さ せ る こ とが で きる か ら で

あ り,ま た,そ の戦 略 的効 果 に よ る雇 用 増 加 が 賃 金 引 き下 げ の ロス を カバ ー す

る こ とに な るか らで あ る,と 考 え られ る。 この こ とは,図1を 使 って み れ ば 明

か で あ る。 今,2企 業 か ら な る産 業 を考 え よ う。 図1に は,各 企 業 の 反 応 曲線

が 描 か れ て い る(品,鳥 が そ れ ぞ れ 企 業1,2の 反 応 曲線 で あ る)。 そ して ,

産 業 に は,が が成 立 して い る と しよ う。 この と き,例 えば,企 業 ユの 労 働 組

合 が 賃 金 レベ ル をそ こか ら引 き下 げ た と しよ う。 そ の と き,企 業1の 反 応 曲線

は,右 方 に シフ トして,均 衡 点 は 石か らE"へ と移 動 す る。 それ に よ っ て,企

業1の 労 働 組.合は,直 接 的 な雇 用 増 加 を 表 す(婿 一τ、)の みで は な く,企 業2

の 生 産 量 が 減 少 す る とい う間 接 的 な戦 略 的効 果 に よ って(∬ 、"一躍r)の 雇 用 増

加 を獲 得 で きるの で あ る。 よ って,こ の 追加 的 な雇 用 増 加 が 賃 金 引 き下 げ に よ

る ロス を上 回 る限 り賃 金 を 引 き下 げ る誘 因 を持 つ ので あ る。 さ ら に,こ う した

状 況 は,企 業2の 労 働 組 合 に と って も同 じな ので,企 業2の 労 働 組 合 も賃金 レ

ベ ル を引 き下 げ よ う とす る 誘 因 を持 つ 。 よ っ て,結 果 的 に は,よ り低 い均 衡 賃

金 が 成 立 す るの で あ る 。 そ して,企 業 数 が 多 い程,戦 略 的 効 果 に よ る雇.用増 加

は大 きい と考 え られ る の で,各 労 働 組 合 は,よ り賃 金 引 き..トげ を行 う誘 因 を持

つ の で あ る。

さて,次 に,産 業 別 組 合 が組 織 され る場 合 と企 業 別 組 合 が組 織 され る場 合 の

社 会 的 厚 生 の 比 較 を 分析 す る こ と に しよ う。 こ こで,当 該 産 業 の経 済 厚 生 を,
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消 費 者 余 剰,生 産 者 余 剰,労 働 組 合 の 獲得 す る余 剰 の合 計 で あ る と定 義 す る。

そ の と き,産 業 別 組 合 の存在 す るケ ー スで は,経 済 厚 生 は,次 の よ うに な る。

曜 一ガ3熱 一げ… が・… 嫉 ・・剛(・5)

一∬ 臨 ・

また,企 業別組合が存在するケースでは,次 のようになる。

隅 一∫興 …一 酬 げ・+mu・ 曜 ・め)(16)

一∬ 銘)・ ・

これより,直 ちに次の命題を得る。

命題4:企 業別組.合が組織される産業の経済厚生は,産 業別組合が組織される



寡占市場における組合化の効果(295)31

そ れ よ りも高 い 。

証 明 〉 均 衡 賃 金 は,企 業 別 組 合 の方 が 産 業 別 組 合 よ り も低 い とい う こ と,お

よ び,産 業 の 生 産 量 は 賃金 の減 少 関数 で あ る こ と よ り,命 題 は 明 らか 。(了)

この 命 題 は,社 会厚 生 の定 義 と命 題3よ り明 らか で あ ろ う。企 業 別組 合 が 組

織 され た 産 業 の均 衡賃 金 は,産 業 別 組 合 が 組 織 され た 産 業 の そ れ よ り も低 い の

で,産 業 全体 の 生 産量 は前 者 の方 が 後 者 よ りも大 きい 。従 って,社 会 的厚 生 は

前 者 の 方 が 後 者 よ り も大 き くな るの で あ る。

III結 論

本論文では,労 働組.合の組織のされ方の違いによって,寡 占市場でどのよう

な異なる均衡結果が生じるかを分析した。とりわけ,産 業別に組織 された単一

の労働組合が賃金を設定する場合と,企 業別に労働組合が組織され,そ れぞれ

個々の労働組合が自企業の賃金を決定する権限を持つ とい う場合とを分析した。

その分析によって,企 業別組合が存在する産業においては,産 業別組合が存在

する産業に比べて,相 対的に低い均衡賃金が成立することを明らかにした。ま

た,こ の賃金の格差は,産 業内の企業数の増加にともなって,よ り広がる傾向

があることも明らかにした。最後に,こ うした分析の結果,企 業別組合の存在

する産業の経済厚生は,産 業別組合の存在する産業のそれ よりも高いことが示

された。 もっとも,本 論文での労働組合の定式化は簡略化されたものであり,

必ず しも,現 実の労働組合の組織 ・行動 ・〕的を描写しているとは言えないの

は事実である。例えば,労 働組合の□的関数は,本 論文で想定 した賃金受け取

り総額以外にも多数存在する。それらの目的関数の ドでも本論文の結果が成立

するか どうかは検討が必要であろう。また,組 合と経営サ イドとの交渉によっ

て賃金決定がなされるという定式化の検討も必要であろう。こうした問題は,

今後の研究課題としたい。
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もので す 。
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